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１．はじめに

資源の乏しいわが国は，エネルギー供給の大部分を海外

に依存している．また，京都議定書が発効され，CO2などの

温室効果ガスの排出量を90年比で６％削減する必要がある．

このような状況の中で，エネルギーの安定供給を確保しつ

つ，地球温暖化防止に対応するためには，高効率かつ低環

境負荷で，普及しやすくかつ利便性のある新たなエネルギ

ー供給形態を確立する必要がある．

わが国のエネルギー利用の特徴として，産業用途のエネ

ルギー消費に比べて，民生・運輸用途のエネルギー消費が

増大している．その理由のひとつにエネルギー利用のシス

テム的な違いが考えられる．例えば，工場では経済性など

を指標とする目標の下にエネルギーの購入・発生・流通・

消費という各要素と，それら全体のエネルギー利用の最適

化が図られてきた．これに対し，民生・運輸の分野では，

利便性が最優先されることが多く，エネルギーの一元管理

や需要の過不足を相互に融通することが難しい．本報告で

は，新しいエネルギー供給形態として，ジメチルエーテル

（DME）を用いて，発電や産業で発生する廃熱を燃料で回収

し，民生や運輸用のエネルギーとして利用する方法を検討

した．

２．エネルギーを有効利用するための課題

わが国のエネルギー利用効率は，図１に示すように，1975

年の37％と比較して1998年は34％と約３％低下した1）．
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Abstract
This paper presents a new energy recycling concept that creates an energy transport medium, through the use

of DME. In a conventional way, waste heat that has been generated by power plants and industry, has been
recovered as sensible heat such as steam, hot water and preheated air for combustion. DME can be converted to
hydrogen, this heat value will increase the original heat value of DME, by waste heat recovery. Hydrogen energy
is expected to be used in the future as an energy source which uses fuel cell that will be used by and will
undeniably benefit transporters and private power plants. In addition, DME is useful in the prevention of disaster
as well as advancing environmental protection measures.
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論文にしたもの

図１ 日本のエネルギー利用効率の変化
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全エネルギー損失に占める発電，運輸及び民生での損失

合計の比率は，1975年の53％（＝｛17.5＋6＋10｝/63×100）

から1998年の73％（＝｛28＋7＋13｝/66×100）に増大し，こ

れらの部門ではエネルギーの利用効率が低下している．こ

の理由は，運輸と民生のエネルギー消費の増加や，電力消

費の増加に伴う発電量の増加によって，エネルギー変換に

伴うエネルギー損失が増加したためである．つまり，これ

らの部門では，エネルギー損失がエネルギー消費機器の効

率改善効果を上回って増大したと考えられる．

一方，非発電（石油精製など）と産業での損失合計の比

率は，1975年の47％（＝｛13.5＋16｝/63×100）から1998年の

27％（＝｛5＋13｝/66×100）へ大幅に減少している．この理

由は，石油精製や産業などで，工場内でエネルギーを徹底

的にカスケード利用する仕組みが導入されてきたためと考

えられる．

この非発電と産業でのエネルギー損失比率が他部門に比

べて，大幅に減少した点に着目すると，社会全体として，

エネルギー利用効率を高めるためには，図２に示すような，

仕組みを構築することが重要と考えられる．

図２は石油精製や産業部門などで実施され，顕著な効果

が得られたエネルギー有効利用の仕組みを，社会全体とし

て構築するという提案である．具体的には，工場・発電所

での未利用廃熱や民生・運輸での廃棄物などのエネルギー

を相互に融通するフローとして形成するとともに，バイオ

マスなどの再生可能エネルギーの経済的な価値を高め，そ

の使用比率を向上させることである．

産業などで発生する廃熱は，従来から燃焼予熱空気，蒸

気，温水などの顕熱で回収して利用するシステムが広く用

いられ，大きな省エネルギー効果を上げてきた．しかし，

このシステムが民生用に適用するためには，回収した顕熱

の供給量と需要量が釣り合わないという問題を解決する必

要がある2）．この供給量と需要量の不均衡には，①供給地と

需要地が離れている地理的不均衡，②供給と需要の時間変

動が合わない時間的不均衡，③供給されるエネルギーの質

では需要を満足できない質的不均衡がある．これらの問題

を解消するために従来から様々な顕熱の利用方法が考えら

れてきた．しかし，顕熱はエネルギーの質が低く運輸用エ

ネルギーとして使用できないなどの本質的問題から，解決

には至っておらず，回収廃熱を有効利用するためには，顕

熱以外の新たなエネルギーの循環媒体を考える必要がある．

３．エネルギーの再循環を可能にする媒体の候補

新エネルギー循環媒体は，次の特性が必要と考えられる．

①安全性が高く既存の燃料と同程度の経済性がある．

安全性では，媒体となる物質自体が無毒であることは

勿論のこと，燃焼させた後でも，SOx，NOx，及び粒子

状物質が排出されないことが望ましい．経済性としては，

単位重量あたりのエネルギー密度が高く，貯蔵や輸送が

容易なこと．例えば，液体で扱えることが望ましい．

②廃熱を汎用のエネルギーとして回収できる．

廃熱をエクセルギー値の高いエネルギーで回収する．

例えば，中低温度の廃熱を蒸気や温水でなく，水素など

の燃料として回収できる．

③バイオマスなどの再生可能エネルギーから製造できる．

様々な原料から製造できることで，普及しやすく，また，

将来のエネルギーセキュリティへの対応も可能になる．

④各種の加熱炉や内燃機関などの環境対策に有効である．

将来性だけでなく，足元の対策としても従来の燃焼設

備で使用することにより効果が期待できる．例えば，加

熱炉やディーゼル機関などで，NOxやCO2を大幅に低減

できる．環境対策は都市部へ広く適用する際の必須条件

であり，広い用途は経済性を確保する上で重要になる．

⑤将来の社会インフラの整備において２重投資にならない．

行政政策の一貫性を考慮し，水素需要の増加や石油な

どの化石燃料の枯渇に伴う，将来のエネルギー需要構造

の変化に柔軟な対応ができ，かつ防災対策の構築にも役

立つという２つの視点が重要と考えられる．

これらの条件を満足するエネルギー媒体の有力な候補と

してDMEが考えられる．例えば，7省エネルギーセンター

が2000年に実施した調査結果によると，わが国の産業活動

で排出される300～500℃の廃熱は108PJ/年（原油換算283

万kl/年）であり，これは2000年におけるわが国の石油消費

量2.89億kl/年の約１％に相当する3）．この廃熱を利用して

水素（燃料）に転換するという視点で，各種の媒体を比較

すると，図３に示すように，メタノールとDMEは300℃以

下で水素への転換が可能なことが分かる．

そこで，メタノール，DME及びDMEと異なる分子構造を

有するエタノールについて，安全性，汎用性，経済性及び

環境性を比較した結果を表１に示す．これより，メタノー

ルはそれ自体が毒性を持つうえ，燃焼によって更に毒性の

強いホルムアルデヒドを発生する可能性が高い．また，エ図２ エネルギー有効利用の望ましい姿
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タノールはセタン価が低く，ディーゼル機関への適用が難

しいことなどの制約がある．以上の結果，比較した中では，

エネルギー再循環の媒体にはDMEが最も望ましいと考えら

れることから，DMEを用いたシステムについて検討した．

４．DMEを用いた廃熱の燃料化回収・再生

DMEは（1）式の吸熱反応によって水素へ転換する．

CH3OCH3＋3H2O＋121kJ/mol → 6H2＋2CO2 ……（1）

（1）式の水素への転換反応は，図３に示したように，適切

な触媒を使用すれば300℃程度の温度で進み，反応前後の

熱収支は図４のようになる．

反応前後を比較すると，反応後における水素の燃焼熱は，

反応前のDMEの燃焼熱よりも約９％増加することから，こ

の反応を用いれば，中低温廃熱の顕熱を水素の燃焼熱とし

て回収できることがわかる．

水素は密度が低く，利用拡大のためには，その輸送や貯

蔵方法が課題である．300℃以上の廃熱は，発電や工場から

の燃焼排ガスなどとして排出されているため，DMEを用い

れば，輸送や貯蔵が容易な上，廃熱を水素で回収できるた

め，水素を使う燃料電池の普及に伴って，工場や発電の廃

熱を民生・運輸用途のエネルギーに活用できるようになる．

また，DMEは（2）式の吸熱反応によってCO2をCOとH2の

混合気体へ転換する．この混合気体は濃度100％のCO2を用

いた場合には，11700kJ/Nm3の低位発熱量が得られ，工業

用燃料として使用することができる．

CH3OCH3＋CO2＋246kJ/mol → 3H2＋3CO ………（2）

（2）式の反応は（1）式の反応と同様に，適切な触媒を使用

すれば，300℃程度で反応を進めることができ，反応前後の

熱収支は図５のようになる．

本反応では，反応後における水素とCOの混合気体の燃焼

熱は，反応前のDMEの燃焼熱よりも約18％増加する．した

がって，この反応を利用すれば，燃焼排ガスなどのCO2と廃

熱を燃料として回収・再生し，工場や発電所などでの再利

用が可能になる．この方法は，エネルギーを再循環するだ

けでなく，CO2も直接に再循環できるため，DMEを用いれ

ば，従来にはない極めて画期的なエネルギーの社会再循環

システムを構築できると考えられる．

なお，DMEは燃料としても次の特徴を持っている4）．

①ディーゼル機関の燃料としての適性：DMEはディーゼル

機関の燃料として，NOx，SOx，粒子状物質などの環境

汚染物の排出を大幅に低減することができる．

②バイオマスや一般廃棄物の有効利用：DMEはCOとH2か

ら合成でき，バイオマスや一般廃棄物をガス化すること

で，DMEを製造することができる．バイオマスや廃棄物

をDMEにすれば，貯蔵や流通がしやすくなる．

③防災対策への活用：常温で気体又は液体として扱え（沸

点－25℃，常温下６気圧以上で液体），地震などでパイプ

図３ 各種化学媒体の水素転換特性

表１ エネルギー再循環の媒体としての特性比較

図４ DMEの水素転換特性 図５ DMEの燃料転換特性
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ラインや送電線が遮断しても，独立して必要最小限のエ

ネルギーが確保できる仕組みを構築することができる．

５．検証実験

（1）式によるDMEの水素転換反応は300℃でどの程度可

能か，図６に示すような実験装置を用いて検証した．触媒

には銅系触媒を用い，大気圧下300℃で検証実験を行った．

実験結果はDME転化率とH2選択率で評価した．

DME転化率は，DMEが水素やメタノールなど他の物質

に転換した割合を示す指標として，（3）式により算出した．

DME転化率＝（FDMEin－FDMEout）／FDMEin×100 ………（3）

H2選択率は，転換したDMEのうち（1）式の通り水素に転

換した割合を示す指標として，（4）式により算出した．

H2選択率＝1/6×FH2out／（FDMEin－FDMEout）×100 ……（4）

但し，FDMEin：反応前のDME流量［mol/h］，

FDMEout：反応後のDME流量［mol/h］，

FH2out：反応後の水素流量［mol/h］

図７にDME転化率とH2選択率の結果を示す．また，図８

に反応後の出口ガス組成の結果を示す．

図７において，Wは触媒重量［g-cat］であり，FはDME

とH2O合計の流量［mol/h］である．

図７より，W／Fが12以上の条件で，DME転化率が100％

となり，同時に水素選択率も100％にできることが分った．

また，図８より，水蒸気改質の過程で生成するメタノール

もほぼ完全に水素へ転化できていることが分かる．

以上の結果，DMEを用いて300℃以上の廃熱を水素とし

て回収できる可能性を検証できた．

６．廃熱の燃料化回収の効果

燃焼設備のCO2を削減するためには，単位発熱量当りの

炭素含有量が少ない天然ガスへの燃料転換が有効と考えら

れる．そこで，DMEを用いた廃熱燃料化回収システムの導

入で期待される効果を，図９に示すような，天然ガスを燃

料とした発電，加熱及び水素発生の仮想設備群で検討した．

図９において，DMEの水素やCO2への転化率は95％とした．

DMEを用いた廃熱燃料化回収システムを適用した場合の

エネルギー消費とCO2の削減効果の結果を表２に示す．表２

より，図９のケースでは，DMEを用いた廃熱燃料化回収シ

ステムを適用することにより，天然ガスだけを使った場合

に比べ，「加熱炉＋水素製造」の燃料消費量で23％，また

図７ DME水蒸気改質実験結果

図６ 実験装置

図８ DME水蒸気改質実験結果

図９ LNGとDME廃熱回収の併用システム
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CO2排出量で９％の削減が可能なことが分かった．つまり，

DMEを従来燃料の単なる代替として使うのではなく，天然

ガスなどと併用した燃料化回収システムとして使うことに

より，燃料消費とCO2排出量の両方で大きな削減効果が期

待できることが分かった．

特に，燃料消費量の削減効果は，DMEが従来燃料と比較

して1.3［＝1／（1－0.23）］倍の価格であっても，従来燃料と

同等の経済性を持ちつつCO2排出量のみ９％削減できるこ

とを意味する．

将来において，この燃料削減による経済性を利用して

DMEを産業副生成物，廃棄物，バイオマスなどから製造

できれば，更に大幅なCO2排出量の削減が可能になる．

７．廃熱の燃料化回収・再生を利用した

エネルギー循環

DMEの水素転換反応及びCO2との燃料転換反応を利用し

た廃熱の燃料化回収と，DMEの燃料としての特性を生かす

と，図10に示すような，社会におけるエネルギーの再循環

利用システムを構築することができる．

図10のより具体的イメージとして，例えば，図11に示す

ようなエネルギー需給システムが考えられる．

図11のように，工場内で余剰廃熱があるケースを考える

と，工場の燃料として使用するDMEの一部は工場に隣接し

たステーションへ供給でき，また，廃熱から回収した水素

を同じステーションへ供給することができる．これにより，

DMEと水素兼用ステーションを容易かつ汎用的に構築でき，

DMEはトラック，バスなどの大型ディーゼル車の燃料とし

て供給する一方で，燃料電池自動車へは水素を供給するこ

とができる．このステーションでは，燃料電池自動車が改

質器を車載する方式にはDMEを供給し，車載しない方式に

は水素を供給することで，燃料電池自動車が何れの方式を

採用しても，そのどちらにも燃料を供給できる．

８．まとめ

DMEとH2O又はCO2を用いて，300℃以上の廃熱を水素や

燃料ガスで回収できることを明らかにした．これらの廃熱

回収法を用いて，工場や発電所で発生する廃熱を民生や運

輸用途のエネルギーとして利用することで，社会全体のエ

ネルギー循環が形成でき，環境・防災対策を進めつつ，大

幅な省エネルギーとCO2削減が図れることを示した．

表２ DMEを用いた廃熱回収システムの効果

図10 DMEを用いた社会のエネルギー再循環利用図

図11 産業でのエネルギー循環のイメージ
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